大阪府障がい者自立支援協議会設置要綱

（設置の目的）

第１条　障がい者が安心して地域で暮らせるセーフティネットの構築を図るため、府域の相談支援体制に関する整備方針を協議する大阪府障がい者自立支援協議会（以下「協議会」という）を設置する。

（所掌事務）

第２条　協議会は、次に掲げる事項について協議する。

(１)　市町村における相談支援体制の把握及び分析に関すること

(２)　関係機関のネットワークの構築及びそれぞれの専門的分野における情報及び知見の普及等に関すること

(３)　相談支援人材の養成及び活用のあり方に関すること

(４)　市町村及び地域の相談機関に対する支援に関すること

(５)　障がい者の地域生活に必要とされる、サービスや施設、地域支援の仕組み等の社会資源の活用及び改善に関すること

(６)　その他、相談支援体制の充実に必要とされる事項

（組織）

第３条　協議会は、委員２５名以内で組織し、委員の構成は別表のとおりとする。

（任期）

第４条　委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。

２　委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長）

第５条　協議会には会長及び副会長を置く。

(１)　会長は委員の互選により定め、協議会の会務を掌理し、会議の議長となる。

 (２)　副会長は会長の指名により選任し、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

（会議）

第６条　協議会は、必要に応じて会長が招集する。

（部会）

第7条 協議会は、必要に応じて個別課題を協議するための部会を設置することができる。

（委員以外の者の意見聴取）

第８条　協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させて意見を述べさせることができる。

（会議の公開）

第９条　協議会は、会議の公開の指針（昭和６０年１１月２６日大阪府知事決定。以下「指針」という。）の趣旨に基づき、原則として公開する。ただし、指針に規定する非公開にできる理由があると認めるときは、この限りでない。

２　前項ただし書の規定による会議を非公開の決定は、会長が協議会を招集する際に行う。

（守秘義務）

第１０条　委員及び会議に出席した者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

（事務）

第１１条　協議会の事務局は、大阪府福祉部障がい福祉室地域生活支援課内に置く。

２　事務局は、協議会に付すべき事項についてあらかじめ検討するほか、会長の指示する事項を処理する。

（その他）

第１２条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

附　則

第１条　この要綱は、平成1９年９月１日から施行する。

第2条 第４条第１項の規定に関わらず、協議会の設立の際に就任した委員の任期は平成２１年３月３１日までとする。

附　則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

別表

相談支援事業者

障がい者又は障がい者の意見を代弁する支援機関

障がい福祉サービス事業者

保健・医療関係者

地域福祉関係者

教育関係者

企業・雇用関係者

学識経験者

市町村障がい福祉関係者

　　大阪府障がい福祉関係者
